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研究成果の概要（和文）：本研究では、災害関連政策がNPOによる公共サービスの供給に与える影響を検証する
ためにNPO法人のデータを活用し、分析を行った。所在地や活動年数などの基本的な団体情報に加え、団体が資
金調達のためにどのような財源を活用したり、どのように情報を発信しているかなど活用状況に関わるデータを
収集し、データセットを構築した。分析の結果、行政資金が震災復興事業の実施に大きな影響を与えていること
や、震災後に設立した設立間もない団体でもかなり多額の資金を獲得し、復興支援活動を実施していることが明
らかとなった。ただし、有給非正規職員の雇用が多いなど、今後の継続的な活動については課題も残されている
ことが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This research examined an impact of disaster recovery policies on the 
provisioning of nonprofits' public service using data of the specified nonprofit corporations. We 
build dataset by looking at the organizations' information such as which financial resouces they 
could access or gain and how they could dispatch their activities' information to the public as well
 as basic data such as their locate and ages. The empirical analysis found out that funds from the 
governments gave a huge impact on the nonprofits' disaster recovery activities. Even a start-up 
organization would get quite large amount of money to provide servicies which could not seen in a 
peace-time. Tremendous amount money has input into the nonprofit sector, but the nonprofit 
organizations could not hire permanent staff, and hire part-time staff. It indicates that the 
nonprofit sector, in particular organizations contributed disaster recovery, would not keep their 
activities longer without public money and new strategy.

研究分野： 公共政策、NPO論、地域防災
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１．研究開始当初の背景 
 世界の多くの国で災害からどのように効
率的かつ効果的に復興を遂げるかという議
論が行われており、その行動主体の一つに
NPO がある。国ごとに復興政策や復興過程で
NPO が持つ影響力は異なる。日本では NPO に
よる支援活動が顕著になってきているもの
の、NPO の財政規模や雇用規模に鑑みると、
必ずしても強い影響力を発揮できるとは言
い切れない。しかしながら、復興過程におけ
るNPOの役割や活躍ぶりはマスメディアを始
め、多く取り上げられている。その傍ら、ど
のような社会経済環境および政策環境に支
えられて地域貢献活動を行っているかにつ
いては明らかになっていない部分も多い。 
 
２．研究の目的 
（1）先行研究 
 災害復興に関する研究は、建築物の構造、
道路などの社会インフラ、生活・産業用地の
地盤といったハード面だけでなく（阪神淡路
大震災調査報告編集委員会 2000）、避難行動
（矢守  2012）や社会的ネットワーク
（Aldrich 2012）など地域住民のあり方、被
災者生活再建支援法や災害医療など制度や
計画といったソフト面の両面から検討が災
害多発国を中心に行われてきている。日本で
は阪神・淡路大震災以降、災害対応や復興支
援におけるNPOの役割にも注目が集まるよう
になっている。災害という外的ショックによ
る NPO と社会経済環境についても、数は多く
ないものの国内外問わず行われている（Shaw 
& Goda 2004, Watanabe 2009）。しかし、政
府および地方自治体の復興政策や減災政策
とNPOの関係性に着目した分析はほとんどな
く、また数少ない研究も少数の団体に対する
定性的分析の中で捉えたものである。また災
害サイクルのフェーズごとでの検証が多く、
フェーズを貫通した研究は少ない。そして
NPO の部門全体を定量的に把握しようとして
いる研究は労働政策研究・研修機構（2014）
のみである。総じて、災害からの復興や減災
体制の構築がNPO部門全体にいかに影響を与
えうるかを理論的・実証的に説明する研究は
皆無である。 
 NPO は災害時のみ活動する主体ではなく、
平時における公共性の高いサービスを提供
する経営事業体としても存在している。特に
市民社会への期待が高まるにつれて、数多く
の NPO 研究によって、平時の NPO と政府・行
政との補完・補助関係や連携・協働関係に関
する理論的・実証的な分析が進められている
（Salamon 1995, Boris & Steuerle 2006）。 
 
（2）研究の目的 
 そこで本研究では、災害復興から減災対策
という「災害サイクル」の時間軸を加えて、
政策が NPO に与える影響に焦点を当てて、災
害復興や事前の備えにおいてNPOが公共サー
ビス供給に関して果たしうる役割とそのメ

カニズムを理論的に説明することに取り組
む。併せて、部門全体の動きを説明するその
理論を検証する実証分析を行い、フェーズご
とに説明できる範囲を明らかにする。これら
の分析を通じて、NPO と社会経済環境、およ
び NPO と行財政政策、に着眼して、災害サイ
クルのフェーズごとに関係性や課題を実証
的に明らかにし、レジリエンスの高い地域の
形成に寄与するNPOとその活動を促進する社
会環境設計について考察する。 
 
３．研究の方法 
（1）定性調査 
 NPO と地方自治体へのヒアリング調査を通
じて、「(1)災害によるNPOの財務状態の変化」
と「(2)災害関連の行財政政策の変化と NPO
による公共サービスの供給の変化」をについ
て現状把握を行った。また、NPO 法人を対象
の中心に行ったアンケート調査の自由記述
を利用し、災害時に NPO がアクセスする資金
とその資金へのアプローチにかかわる情報
を把握した。 
 
（2）定量調査 
 NPO の活動実績について財務データをもと
に確認した。図 1は、震災以前から NPO とし
て活動を行なっていた団体と震災以後に設
立された団体がそれぞれ、年間収入のうちど
れだけ行政補助金に依存しているかについ
て比率で表したものである。 
 また、災害関連事業において、行政以外に
も企業からの助成金や、家計からの寄付金な
ど、どのような資金をどの程度獲得したかに
ついてアンケート調査データから確認した
（図 2および図 3）。 
 さらに、ICT へのアプローチに関する情報
を収集し、NPO が ICT を活用したファンドレ
イジングをどの程度行なっているかについ
て把握した。とくに Facebook や Twitter な
どのソーシャル・メディアの活用が効果的な
ファンドレイジングに寄与しているのでは
ないかという問題意識のもと、既存のメディ
アの情報との比較を行った。 
 

 

図 1 団体の設立時期別に見る年間収入に占
める復興支援事業費の比率（比率順） 
 



 

図 2 被災地における拠点有無別に見る復興
支援事業の資金体制（MA，%） 
 

 

図 3 復興支援事業規模の分布（%） 

 
４．研究成果 
 復興支援をするための支援収入の獲得の
有無や資金の大きさを規定する要因として、
活動拠点が被災地にあるかが明らかとなっ
た。被災地での活動に多くの資金が投入され、
NPO 法人がそれを活用して支援に当たってい
ることがうかがえた。 
 そのうち、事業規模に影響を与えて資金源
については、行政の委託が最もインパクトが
大きいことがわかった。復興支援事業の規模
について経年変化を追ったところ、NPO 法人
としては大きな事業規模といえる 2000 万円
以上の復興支援を実現している団体が増加
していることであった。2013 年度には復興支
援事業にあたっている NPO 法人のうち 16%が
その規模での活動を行っていることが示さ
れた。 
 これらの事業を運営している有給職員の
動きについては、被災地で活動する団体にお
いて、支援収入がある団体で平均 6.8 人、支
援収入がない団体で 2.9 人ということから、
支援収入が雇用を押し上げる可能性がある
ことがうかがえた。 
 また、職員の形態別に見ると、正規職員が
増える可能性があるのは、500 万円以上の規
模の復興支援事業を実施している団体であ
り、かつ 2名程度の非正規職員を雇用するこ
とができ、1000 万円以上になると、さらに非
正規職員が増える傾向が見えた。 

 興味深いこととしては、震災復興という緊
急に何かしらの活動が必要な局面において
は、設立したばかりの団体でも大規模な資金
が流入する可能性があることであった。 
 これらの結果から、災害時には NPO 法人に
対するニーズが高まること、また、緊急時で
あることからそれまでのNPOが行政や助成団
体などと築いてきた信頼関係以外のメカニ
ズムでも資金が活用されていることが示唆
された。ただし、多くの資金が非正規職員の
確保に偏っていることもうかがえた。一定の
復興期間においてはその雇用が継続される
可能性はあるが、震災復興の資金の継続性に
依存するところであり、人員の確保の継続性
が補助金等に依存しすぎないファンドレイ
ジングが必要であることも指摘できる。 
 災害時にはNPOやボランティアの役割が重
要であるという認識も一般的になりつつあ
るし、その活躍が実際にメディアなどを通じ
て注目されるが、災害からの時間が経過する
とともに関心が低まり、資金も同じように流
入が止まり始める。震災復興支援で団体の体
力が消耗するだけとなり、成長がない、ある
いは縮小する、ということになれば、長期的
観点からは災害は市民社会を縮小させてし
まいかねないという危惧が生まれる。NPO セ
クターにおける災害の資金と雇用について
は一時的な資金の活用をいかにマネジメン
トするかは重要な観点であり、市民社会の成
長においても重要な点である。 
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